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Summan ’

　　It　is　orucial 　for　the　shipbuUding 　industry　to　develop　the　new 　types　of 　ships 　that　can 　enlargc 　the　share   f　ships　in　the 廿cight

transport 　market ．　In　order 　to　address 　this　problem ，　it　would 　bc　uscfUl 　to　develop　computer −based　decision　making 　models 　including

the　decjsion　making 　ofcargo 　owners ，　shipping 　companies 　and 　the　shlpbujldjng 　industries．

　　In　this　paper，　the　decision　making 　of 　cargo 　owners 　is　modeled 　using 　an 　aggregatc 　logit　model 　within 　the　fヒamework 　of 　freight
transport　mode 　choice 　prQblem　between　Japan　and 　East　Asian　countries ．　The　rnodel 　is　then 　validate 由 1sing 　an　intemational　logistics

database　which 　deals　with 　the　mode 　share 　between　ships 　and 　airplanes ，　and 　sensitivity 　analyses 　are　also 　undertaken 　in　freight　charge

and 　travel　speed ，　Resu 齔s　indicate　that　the　 model 　deve】Qped 　 can 　otfcr 出e　good 　perfbrmance 　with 　its　parameter　values 　being

appropriately 　estimated 　as 　wcll 　as 　that　the　mode 　share 　of 　ships 　are 　influenced　by　thcir　freight　charges 　and 　specds ．

1．緒　 　言

　 現 在，日本 の 造 船 業 を と りま く環境 は 大 き く変 化 し て い る。

これ ま で，日本 の 造船業は 高度な生産技術 に よ り，品 質，工

期，コ ス トの 全 て の 面 で 優位 性 を 保 っ て き た。しか し，東南

ア ジ ア や中国 ・韓国の 追い 上 げは，安い 人件費が そ の ベ ー
ス

に あ り，コ ス ト面 で の 優位性 は 失 わ れ つ つ あ る。こ の た め に ，

単 な る コ ス ト競争 は造 船
・
舶用 工 業の 将来 に禍根 を残 し，ま

た 低収益で は 事業者 に と っ て も，技術の 発展 に と っ て も，泥

沼 に 嵌 り込 む 恐 れ が あ る と指摘 され て い る
L）。

　 こ の よ うな状況 に お い て は ，日本 に 蓄積 され て い る高度 技

術 の 利 用 が有 効 で あ る と考 え られ る。船 舶 の み を建造 す る コ

ス トは 不利 で あ っ て も，荷主 や 船 社 に トータル で効 率 の 良 い

提 案 が示 せ れ ば，船 舶 の 建 造 の み で は な く，そ の 後 10〜20

年 の メ ン テ ナ ン ス ま で ，長 期 の 収 益 を望 め る有望 な市場 が 生

まれ る。そ の 際，輸送 需 要 を考 慮 した 船 舶 設 計 が 行 わ れ れ ば，

船社 に 船型を提 示 す る こ とが で き，造船業の み で は なく船社

に と っ て も有益 で あ る。

　今後 目本の 造船業が継続的に 発展す るため に は，コ ス ト競

NS
e
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争 の み で は な く，船 価 が 高 く と も それ に 見 合っ た メ リ ッ トを

持つ も の ，すなわち船社 の ロ ジ ス テ ィ ク ス 計画 を視野に入 れ

た 高付 加価値な船舶 の 開発・実用化 を精力的に 推進 す る 必 要

が あ る もの と 思 わ れ る。

　 こ の よ うな船舶の 開発を実現す る た め に は，荷 主，船 社お

よ び 造船業の 意思 決 定 を総合的 に 考 慮 し，開 発 す る船 舶の 需

要推定 に 基づ く船舶 の 仕様決定 を 支援 す る こ とが 重 要 と考

え ら れ る。そ の 際，造 船 業 ・船 社 ・荷 主 の 意 思 決 定 問 題 を シ

ス テ ム エ 学的手法 に よっ て 計算機 内 部 に モ デル 化す る こ と

が 有効で あ る。モ デ ル の 構 造 と して ，例 え ば，Fig、1 の よ う

な もの が考 え られ る。

　本研 究 で は，Fig，1 にお け る荷 主 の 意 思 決 定 に 注 liし，荷

主 の 意 思 決 定 を輸 送機 関分 担 の 枠組 み で 表 現 す る こ と に よ
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りJ船舶 と航 空機 の 貨物 輸送 需要推 定 手法に つ い て 検討す る。

具体的に は，わ が 国 と東 ア ジ ア 地域 の 貨物輸送に 関す るデ
ー

タ を使用 して ，集 計 ロ ジ ッ トモ デ ル に 基づ く輸送機 関 分 担 モ

デル を構 築 し，そ の 現状再現性を確認 す る。

2．輸送機関分担モ デル

2．1 既往研究

　 物 流 にお い て は，品類 ・品 目 に よ っ て ，商 品価値 や 流 動 ロ

ッ トサ イ ズ が 大 きく異 な り，こ れらの 要素は 輸送機 関 選 択 に

大 きな 影響 を与 え る。した が っ て，輸送機関 選 択 に 関 す る既

往 の 研 究 で は ，国内 の 詳 細な 物 流 デ
ー

タ を 基 に して ，機 関 分

担 と ロ ッ トサ イ ズ の 同時決定手 法
2 ）、4）や，品 類 ごとの 時 間 価

値 分布 に 基 づ く機関分担モ デル
5）が 提 案 され て い る。

　本研究で は船舶 の 仕様決定問題 （Fig．1） を 見 据 え て荷 主

の 輸送 機関選 択 問題 を 取 り扱 うた め ，該 当す る船 舶 が 運搬す

る貨物 の 種類 と量を明確化す る こ とは 重 要 で あ る。 しか し，

こ れ らの 要素 を 直接モ デ ル に 取 り込 む こ とは，膨 大 か つ 詳細

なデータ が必 要 に なる。国内物流 の 詳 細なデ
ー

タ を基 に し た

E述 の 既存研究 とは異な り，国 際 物 流 にお い て は，詳細 で 多

量 なデー
タ の 取 得 は，実 用 上 困 難 で あ る こ とが 多い 。データ

取得 に関 して は，仮想的な選 好 データ の 活 用
6）も

一
案で あ る

が，意 思決 定 の 現 実性 な ど の 問題 が 残 され て い る。

　 船 舶 の 需要推定に着 目すれば，大局 的な海上 荷動 き量 に基

づ く手 法 の 代 表 例 と し て ，小 山 らに よ る SD モ デル
7）や 造 船

基盤整備 事業 協会 の 需要予 測モ デル
8）が 挙げられ る。こ れ ら

の 研 究 で は，品 目別 の 海 L輸送 需要 を推定 し，これ と 現 有船

腹量 ・廃船量 を考慮 す る こ と に よ り，船種
・
船型毎の 需要 を

求 め て い る 。
こ れ らの 研究 は ，造船産業 の 需給 の バ ラ ン ス の

検討や造船界 と海 運 界 の 相 互 関係 に お け る 構造問題 を理 解

す る 上 で 有用 で あ るが ，そ の 対象 は実績 の あ る 船種 ・船型 に

限 られて い る。

　
一

方，貨物輸送ネ ッ トワークーヒの 経路選 択 に基 づ く手法 の

代表例 と して ，久 保 らの 研 究
9・IM

挙 げ られ る。久保 ら の 研 究

で は ，国内物流をネ ッ トワークモ デル と して 表 現 し，犠牲量

を 用い て 重 み つ き最短 経路 探 索 問題 に 帰 着 させ る こ とに よ

り，各航路の 需要推定を行 っ て い る
9）。さ らに，求 め た 需要

量 に 基 づ い て ，検討対 象 と な る航路 の 最 適 な船舶 主要 目 と航

路 の 採算性 を 見積 る手 法を提 案 して い る
Io）。こ の 研 究 は ，

需 要 予 測 と船舶 の 基 本計画 を 融合 し た 新た な研 究 と捉 え ら

れ る が，こ ち らもフ ェ リ
ー・RORO 船等 の 実績 の ある船舶 を

対象 と して い る。

　つ ま り，こ れ ま で の 需要推定 と需要 推定 に基 づ く船 舶 の 仕

様 決 定 に関す る研究 は，実績 の ある船種 ・船型 を対 象 と した

もの が 多い 。新 規開発船舶の 需要 推定 に 関す る研 究 は，大 和

らに よ る研 究
［1）が あ る も の の ，現状で は 研究蓄積 は不 十 分

で あ る と考 え られ る。

2．2 モ デル の 概要

　 荷 主 は，商 品価 値，運 賃，所要時間等を 考慮 し，提 供 され

て い る他 の 輸送 サービス も含め て ，自分に とっ て 最 も有利な

輸送 乎 段 を選 択す る もの と仮定す る。した が っ て，荷 主 の 意

思決 定 は ，輸 送機関分担問題 に 帰着す る。

　本研究で は ，集計 ロ ジ ッ トモ デル
m ）

を利用 して ， 荷 主 の

意 思 決 定 をモ デ ル 化 する。集計 ロ ジ ッ トモ デル は，機 関選 択

をマ ク ロ に捉 え た もの で あ り，個 々 の 荷主 の 輸送手 段 選 択 メ

カ ニ ズ ム を精緻 に 反 映 し た 手法 で は な い 。しか し，需要予 測

は精度 が最も確保 し に くい 分野 で あ り，需 要 推定 シ ミ ュ レ ー

シ ョ ン に は，現実への 合わ せ こ み の 容 易 さ を確 保 す る こ とが

重 要で あ る。こ の こ と と，国際物流 に関 す る詳 細で 多量 なデ

ータ取得の 困難 さが，集計 ロ ジ ッ トモ デル を使 用 す る主 た る

理 由 で あ る。なお ，本 研 究で は，貨 物 輸送 量 の 増 大 が 著 しい

口本 と東ア ジ ア 諸 国 との コ ン テ ナ 物 流 を検討 対 象 とす る。た

だ し，中国 の よ うに 端 末輸送 ，す な わ ち，港 湾 ・空 港 か ら国

内貨物需要地まで の 輸送の 影 響 が極 め て 強 い 諸 国は 除 外 す

る。

　 本研究で 構築す る貨物輸送機関 分 担モ デル の 特 徴 は 以 下

の 3 点 に 集約 され る。

●

●

●

全 て の 品 目を，財務省 の 貿易統計
L3）

の 内，特殊取 扱 品

等 を除 く八 品 類 に 分類す る。

集計 ロ ジ ッ トモ デ ル を 用 い て ，品 類お よ び 輸送相 手 国

ご と に重 量 べ 一ス の 輸送機関分担率 （選 択率）を推定

す る。現 行 の 船 舶 お よび 航 空 機以 外 の 輸送機 関分 担率 ，

例 えば，新規開発 船舶 の 分担率 は，船舶 か らの 転換分

と航 空機 か ら の 転 換 分 の 和 と し て 求 め る こ とが で き る。

集計 ロ ジ ッ トモ デル の 説 明 変 数，すな わ ち，荷 主 の 意

思 決 定 基 準 と して ，費 用 項 ・時 間 項 の パ ラ メ
ー

タ を 有

す る効 用 関 数 を利 用す る。こ の パ ラ メータ を 品類別 に

調 整 す る こ と に よ っ て ，現状 再 現性 を確 保 す る。

　こ の モ デル を用 い る と，貯蔵 性 や 荷 姿特 性 な どの ，現実 に

は 品 目 ご と に 違 う性 質 も 品類 ご と に
一

定 で あ る と考え る こ

と に なる が，商品の 時間に よ る価値損失 は，各 品 目の 商 品価

値に 比 例す る もの とす る こ と に よ り，各品 目の 違い を取 り扱

うこ とが で き る。ま た，集計 ロ ジ ッ トモ デル を用 い る こ と に

よ り，容易に 入手可 能なデ
ー

タ をモ デル に取 り込 む の み で，

輸送機 関 分担 の 推 定 が 可 能に な る。

2．3　 集 計 ロ ジ ッ トモ デル

　集 計 ロ ジ ッ トモ デ ル は ，集計化 され た選 択結果 の デ
ー

タに

つ い て ，ロ ジ ッ ト型 の 関数 を 用 い て 説明 す る もの で あ る。
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　 ロ ジ ッ トモ デル
12）

は，ラ ン ダム 効用理論 に 基づ く離散選

択分析 の 代表的 なモ デル で あ り， 経済学や社会科学の 分野 な

どで 広 く用 い られ て い る。ラ ン ダ ム 効 用 理 論 で は，選 択肢 に

対す る 選好 は各選 択 肢 の 効用 に依存 し，最大 の 効用を与 え る

選 択肢 が選 ばれ る もの と考 え る。しか し，効 用 は 直接観測 で

きず，か つ ，効用 に 影響 を 与 え る各 種 属 性 を完 全 に観測す る

こ とは 困難で あ るた め，効用 は 確率 的 変 数 で あ る と考 え る。

した が っ て ，ど の 選 択肢が 選 ば れ る か は，決定論的に で は な

く確率論的 に，すなわ ち，各選択肢 の 選 択 確率 が推定され る。

　本研 究で は ，貨物輸送 手 段 が 二 種 類 の 場 合の 離散的選択

（二 項選 択〉を取 り扱 う。し た が っ て ，以 下 で は ，
二 項 選 択

の 場 合 を例 に し て ，ロ ジ ッ ト型 選 択 確 率 の 導 出 につ い て 簡 潔

に説 明 す る。

　選 択 肢 ノ の 効用 を qiと し，観測 可能 な要 因 に よ る確 定項

を Sj，観測不 可 能な要因に よ り確率 的 に 変 動 す る誤 差項 を

Ej とす る。線形性を仮定す る と，選択肢ノの 効用 Ujは以 下

の よ うに表 され る。

σ ＝∫ ＋ s
　 　 　 　 ∫丿　 　 　 　 ノ

（1）

　こ の とき，選 択 肢 1 が 選 ばれ る 確率 PL は ，式 （1）を 用 い て

展 開 す る と，以 下 の よ うに な る。

P
，

− P・ ［u ，
〉 σ

、 ］− P・［S、
＋ e

，
＞ S

，
＋ ・

、］− P・［el ＋ S
、

− S
、

〉 ・
、］

− P・［ε1
一

η，
・

，
＜ η＋ Si− S

、 ］　 （
一

。 。 ・ ηく 。。） （2）

　 し た が っ て ，PT の 式 形は ，誤 差項 の 分 布 形 に 依存 す る。

誤 差項 に 特定の 分布 を仮 定す る こ とに よ っ て ，様 々 なモ デル

を導出で きる。誤差項 弓 がす べ て互 い に独 立 で 同
一

の ガン

ベ ル 分布，すな わ ち，

吻 ）＝＝P・［s 、
≦ η亅

i＝exp ［
−

exp （
一

η）］

とな る。こ こ で，膨（op）ur（η＋ Sl− s
！）を y とす る と，

Pl一レ
・
・xp （

一
・）吻 一1 ア

・exp （
一

η）φ

65

（3）

に 従 うと仮定 した場 合 に導 か れ るモ デル が ロ ジ ッ トモ デ ル

で あ る。誤 差 項 は，観測 不 可 能な要 因 の 同時分布で あ る こ と

か ら，
一

般 的 に は正 規 分 布 を仮定す べ き で あ る が，ガ ン ベ ル

分 布 を適用 す る理 由は，モ デル の 解析的取 り扱い が容 易で，

か つ
， 正 規 分布 の 近似 とみ なせ る こ とに あ る。

　 こ こ で，選 択 肢 問 で の 誤 差項の 独 立 性を 適用す る と，

P
，

− P・［el一ηlp・［・ 、
く rp・ Si− S

、］

− 9．．．．・’
（・・）y （・・ s

，

− s
・ ）d・

叢 ・xp （
一

・M ・）・（・・ ST− S
・ ）吻

（4）

一

［1．誌 一s2）］）．。

　　一。y ・・xp （
一

η）（1＋ ・xp（S1
− S

、））

＿ 　 ・xp （Si）　 　 （5）
　・・p （Sl）＋ ・・p （S 、）

と な る。す なわ ち，ロ ジ ッ トモ デル で は ，選 択 確率 が 効 用 の

絶対値 で は な く，相対 的な差（SL
− S2）で 決 ま る こ とに な る 。

　本研究で は，運 賃 と商品 の 価値損失 に 基 づ く効用 を確 定項

と し，輸 送 相手 国 ゴに よ っ て 選 択肢 （輸送機関）ノの 効 用 が

相違す る もの とす る。具 体 的 に は，以 下 の よ うな効 用 関 数 を

仮定す る。

σ
i」　
＝

　el　Cij＋卿 ・ ・）哮・礁 ））1365｝ρ ・ ・
，

（・）

こ こ に ，

C
シ

　

　

。
ヶ

〜

厂

7

7  

θ1，

　 ：輸送相手国 i に輸送機 関 ノを利用 し た場合 の 運

　賃 （円1kg）

　 ： 年利

　　貨物の 減価償却率

　　輸送 相手国 iに輸送機 関 ノ を利用 した 場合 の 貨

　物 の 在庫 目数 （日）

　 ： 輸送相手 国 iに 輸送機 関 ノを利 用 し た 場 合 の 貨

　物 の 輸送 日数 （日）

　 ．輸送 相 手 国 ’に輸送 機 関 ノを利用 し た場合 の 走

　 行 速度 （km！h）

　 ．貨物 の 商品 価値 （円〆kg）

θ2 ： パ ラメータ

　こ の とき，e2（1＋ r）をあらため て 02 とお く と，効用 関数 は

以下 の よ うに簡 略 化 され る。

U
、
．一 θド C

，

・ θ
，

・｛＠ ・ 穿 ）1365 ｝・P ・ ら （・）

　集 計 ロ ジ ッ トモ デ ル の 場合 ，式（7）の 効 用 関 数 を用 い て ，

式（5）の 選 択確率へと展開 し， Pilと Pn の 対 数 を と っ て，そ

の 差 を求 め る と，最小 二 乗 法 を用 い て 未 知 の パ ラ メ
ー

タ θ 1

と θ2 が 容易に推定で き る。

3．モ デル の パ フ ォ
ーマ ンス

上述 の モ デル を，わ が 国 と東 ア ジ ア地域間の 国際物流 に適
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用 し，パ ラメ
ー

タ （θ1，θ2） と輸 送機関分担の 推定結果 の

妥 当性 を検討す る。さ らに，運 賃 と走行 速度 の 変化 に 伴 う輸

送 機関分担 の 変化 に つ い て も考察す る。ま ず，問題設 定の 概

要 を示 し た後 に ，パ ラ メータ推 定 結 果，お よ び ，そ の 考察 を

行 い，輸送機関分担率の 実 測値 と推定値 の
一

致性 につ い て 検

証 す る。

3．1 問題設定

　 2001 年 の 財務省貿易 統 計 に お ける 東京発 着の 輸 出入 デー

タ を利用 して，貿易 統 計 上 の 八 品類 に っ い て，輸 出入 別 に パ

ラ メ
ー

タ （θ1，θ2） を推 定 す る。輸送相 手 国 と して ，東ア

ジ ア の 四っ の 国 ・地 域 （韓国，台湾 香港，シ ン ガ ポー
ル ）

を取 り上 げる。こ れ らの 国
・地 域 を対象 と し た理 由 は，輸送

距離の 多様性 を考慮す る こ と，お よび，輸送距 離の 特 定 が比

較的容易な た めで あ る。なお，よ り多 くの サ ン プ ル 数 を確保

し て 安定 した パ ラメ
ータ値 を推定す るた め に，輸 送 相 手 国 別

で は な く，四つ の 対象国
・
地域をま とめて ，

パ ラ メータ 推定

を行 う。

　在庫 日数 は船 舶お よ び航空機 ともに
一

日，走行 速度 に つ い

て は 船舶 を 40（krnth），航 空機 を 670（km ！h）とす る。ま た，輸

送 日数 につ い て は，各輸送機関の 走行速度 と輸送 距 離 か ら輸

送相手 国 別 に算 定 す る。輸送距離に つ い て は，東京 港お よび

成 田空港 か ら輸送相 手 国 の 主 要港湾 お よ び 空港 ま で の 距 離

を 用 い る。

　船舶 お よび航空機 の 運 賃は 口 本 ・北 米 問の デー
タ を 参 考に

して ，輸送 相手 国別 に 設 定 し た 。 具 体的 には ，船舶 の 運 賃が ，

韓 国 ：5 円1kg，台湾 ：5 円∠kg，香 港 ： 11 円1kg，シ ン ガ ポ ー

ル ：20 円1kgで あ り，航空 機 の 運 賃 が，韓国 ：277 円1kg，
’
台

湾 ： 342 円！kg，香港 ：435 円1kg，シ ン ガ ポー
ル ：688 円！kg

で あ る。

　商品価 値 に つ い て は ，貿易 統 計 の データ を用 い て ，輸出入

別 品類 別輸送 相手国別 に ，輸送価額を 輸送 量 で 除 す る こ と に

よ り推 定 した（Table　l）。

　
一

部 を除くほ ぼすべ て の 品類 にお い て ，輸出の 方が 輸入 よ

りも商品価値が 大 きい 。ま た，輸送 相手国に よ らず，機械類

や 雑製品 の 価値が 大 きい こ と も見 て 取 れ る。なお ，輸送 機 関

分担率の 実測値に は，品 類 別輸送 相手 国別 に，貿易統計の 重

量 ベ ー
ス の 分担 率 を使 用 す る。

3，2　推定結果

　 Table　2 とTable 　3 に示 され た θ 1 と θ2 の 推定値 は，い ず

れ も負値を示 し てい る 。 θ 1 は運賃 の 影響を示 すパ ラメータ，

θ 2 は 商品の 価値損失 に関 す る パ ラ メ
ー

タ で あるの で，負 値

で ある こ とが 適切 で あ る。した が っ て，パ ラメ
ー

タの 符 号 に

関 し て ，推 定 結 果 は 妥 当 で あ る と判断で き る。

　 パ ラメ
ー

タ の 有意 性 を 示 す t値 に 注 目す る と，鉱物性 燃 料

　（輸入 ） と動 植 物 性 油 脂 （輸入 ）に お い て ，θ1 と θ2 の い

ずれ に お い て も非 有 意 で あ る。両品類 の 結果 に 関 して は，取

扱 い デ
ー

タ が 少 な い こ とが影響 し て い る もの と推 察 され る。

こ れ らの 品類 に 関 して は ，パ ラ メ
ー

タ 値 が 信頼 で き な い た め，

以 降の 分 析 か らは 除 外 す る こ と とす る。

　重相関係数 を各品 類 で 比 較す る と，ほ と ん どの 品 類 で ，約

0．6 以 上の 結果 が 得 られ て お り，推定精度は 比 較的良好 で あ

る。た だ し，機 械 類 （輸出 ）の 重相 関係 数 は ， 他 の 品類 と比

べ て やや 小 さな値 を 示 して い る。こ の 結果 と，重 相 関係 数 が

品類間で ば らつ い て い る こ とを併 せ て 考え る と，運 賃 の 設 定

が 品類 に よ らず輸送相 手 国別 に
一

定値 と して い る こ とが，パ

ラ メ
ータ の 推 定 精度 に 影 響 し て い る 可能 性 が あ る。詳細な運

賃 設 定 の 検討 に つ い て は，今後 の 課 題 と し た い。

　品 類 別 に パ ラ メ
ー

タ 値 θ1 を比 較す る と，輸出入 と もに，

食 品 ・動 物や 原材料 の 絶対値 が 大き く，これ らの 品類 は 運 賃

の 変 化 に 比較的敏感 で あ る と考え られ る。 なお，食品
・
動物

につ い て は，商 品 の 価値損失 の 影 響 を示 す パ ラ メ
ー

タ θ2 の

絶対 値 も大 き く，輸送時間の 変化 に も敏感 で あ る と推 察 され

る。

Table 　l　Value 　ofcommodities （yen／kg）

品類
輸出 輸入

韓国　　台 湾　　香港　 シ ンガ ポ
ー

ル 韓 国　　 台 湾　　香 港　　シ ン ガポ
ー

ル

食品・動物 152660239 978 136469 一 一
原 材 料 2021764163 ■ 1459289 一 1349  

鉱物 性 燃 料 499340581 720 389311530 一
動植物性油脂 6613398547 一 一 3398547 391

化学製品 1690ll201714 856 155212471 124
原 材 料別 製品 957903499 1844 234336495 223

機械類 575374705687 4474 88421152795 1579
雑製品 475876873941 3614 19556262067 705
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食 品 ・動物 原 材料 　 鉱物性 燃 料 動植物性油脂 　化 学製 品　原 材 料別 製品 　 機械類　　 雑製 品

θ1

一〇，Ol9
−12，3

一〇．Ol7
−10．8

一〇．Ol5
−245

一〇．019
−5．75

一〇．007
−21．4

一〇，Ol2
−15．0

一〇，005
−17．9

一〇，006
−15，3

θz

一〇．405
−5．42

一〇．083
−5，09

一〇．135
−6，48

一〇，187
−4．79

一〇．006
−6ユ4

一〇，172
−5．75

一〇、007
−4．09

一〇，Ol8
・9、55

重相 関係 数 0．7410 ．8560 ．9500 ．9260 ．6910 ，6910 ．5240 ．754

注 D 括弧 内の 数fl白：は t値 を表す

Table　3　Estimation　results 　fbr　import〔02）

食品
・動 物　 原 材料 鉱 物性燃料 動 値物性油脂　化 学製 品　原材料 別 製 品　 機 械類　　 雑製品

θ 1

一〇．030

（−12．2）

一〇．023

（−5．47）

一〇．Ol5

（一6．04）＊
一〇，OO8

←1．45）＊

一〇．020

（−22，3）

一〇．Ol7

←15．3）

一〇、011

（20．4）

一〇．009

（−16．5）

θ2

一〇，408

←3．17）

一〇、096

（4 ．59）

一〇．150

（℃，427）
＊

一〇．109

（
−128）＊

一〇．155

（話 ．64）

一〇292

（4 ．75）

一〇．044

（毎，57）

一〇．038

（・8．65）

重相 関係 数 0．794 0．9110 ．9480 ．7760 、7650 ．591 0．612 0．726
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3．3　輸送機関分 担率

　 上 記の パ ラ メ
ー

タ推定値 を用い て ，輸送機 関分 担 率 を推 定

し，実測値 と 比 較す る こ とに よ り，モ デル の 再 現性 を 確 認 す

る。各輸送相 手 国 に つ い て ，輸出入 別 機 関別 に 分 担 率 の 推 定

値 と実測値 を比 較 した結果 が Fig．2〜5 に 示 され て い る。重

量 に 関す る機 関分 担 率 を推 定 し て い るの で
， 概 ね ，図中の 右

上 部が 船舶 に 関す る分担 率 を，左 下 部 が 航空 機 に 関す る 分担

率 を示 して い る。こ れ らの 図か ら，推定値 が 実 測値 と概ね一

致 して い る こ とが 窺 え る。実際，実測値 と推定値 の 相 関係 数

は
，
Fig．2〜5 の い ずれの 場合に お い て も o．99以 上 で あ っ た。

　重量ベ ース の 機関 分担率 ゆ え，船 舶 が 90％以 上 の 分担 率

を 占め る 品類 が 多い 。し た が っ て，図 中 の 右 上部 と左 下部 に

プ ロ ッ トが集 中す る。し か し，い くつ か の 品類 に つ い て は ，

分 担率 が必 ず しも
一

方 の 輸送機 関 に偏 っ て い な い。上 述 の よ

うに，パ ラ メ
ー

タ 推定 は 四 つ の 対 象 国 ・地 域 をま とめ て 行 っ

て い る 。 した が っ て ，推定の 基礎 とな る データ に は ，分担率

が
一

方 の 輸 送 機関に 偏 っ て い る 場 合 も そ うで な い 場合 も含

ま れ て い る。そ の よ うな状況 に もか か わ らず，分担 率が 良好

に 再 現 され て い る こ とか ら，モ デル の パ フ ォ
ー

マ ン ス が 良好

で あ る こ とが Fig．2〜5 か ら示 唆 され て い る もの と判断で き

る。た だ し，分担率が 必 ず しも
一
方 の 輸送 機関に偏 っ て い な

い 事例 が少 な い 感 が 否 め な い の も事 実 で あ る。そ の よ うな事

例 にモ デル を よ り多く適用す る こ と に よ り，モ デル の パ フ ォ

ー
マ ン ス を よ り精 緻 に 検詞す る こ と が

， 今後 の 課題 の 一
つ で

あ る。

3．4　速度と運 賃 に 関する感度分析

　推定 され た パ ラ メータ値 を 用い て ，走行速度や 運 賃 の 変化

に対す る分担率の 変化 を 考 察す る こ と に よ り，新規 開発 船 舶

の 需要 に 関す る基礎的な検討を行 う。な お，こ こ で は，新規

開発船舶の 仕 様 は，運 賃 と航行速度の み に 反 映 され る もの と

仮定す る。

　 推定 され た パ ラ メータ値 の 傾向や重相関係数 の 大 き さを

考慮 して ，次の 二 事例 にっ い て 検討する。なお，い ず れ の 事

例 に お い て も ， 商晶価値や在庫 日数 は，走行速度や 運 賃 と関

連す る もの と考 え られ る が，こ こ で は 不変 で あ る と仮 定す る。

　 （D 船舶か ら新規 開発船舶への 移行

　新規 開発 船 舶 が，現 状 に お い て 船舶 で 輸送 され て い る貨物

を，どの 程 度分 担 で き るか につ い て 考察す るた め に，目本 一

韓国 間 の 食品 ・
動物 （輸入 ）に 注 目す る。こ の 事 例 は，商品

価値が小 さく，輸送 量 が 比 較的多 く，船舶 の 分 担 率 が 大 き い

こ とに 特 徴が あ る。

　 Fig．6 は，口本
一
韓国間の 食 品 ・動 物 （輸入 ） に 関す る 結

果 を 示 した も の で あ る。κ 軸は 現行 の 船舶 の 運 賃 （5 円1kg）

に対 す る変 化 率 を，y 軸 は 現 行 の 船舶 の 航行 速 度 （40km ！h）

に対 す る変 化率 を，z 軸は 各速度 ・運 賃下 で の 新規開 発船舶

に よ る分 担 率 を示 し て い る。商品 価値 が 小 さい が，運賃も小

さい の で，速 度 変化 と運賃変化に 関す る分 担率 の 感 度 は 類似

し て い る。新規開発船舶 の 航行速度 が現 行 船 舶 の 2 倍 （ア 軸

200 ％ 〉 にな っ た と きに，運 賃の 増 加 を現行 船 舶 の 60％ 以 内

（κ 軸 160％） に抑 え る こ とがで きれ ば，現行 船舶 よ り も新

規開発 船舶 の 分 担 率 が 上 回 る （z 軸 50％ 以 上 ）こ とが 窺 え る。

　（2）航空 機 か ら新 規開発船舶への 移行

　次 に ，新規 開 発 船 舶 が，現 状 に お い て 航空 機で 輸送 され て

い る貨物 を，どの 程 度 分 担 で き るか に つ い て 考察す るた め に，

日本
一
台湾聞 の 雑 製 品 （輸 出 ）に 着 目 す る。こ の 事例 は，商

品価値 が 大きく，輸送 量 が 比 較的 多く，航 空機 の 分担率が 比

較 的 大 き い こ と が 特 徴 で あ る。
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　Fig．7 は，日本
一

台 湾間 の 雑製 品 （輸出）に 関 す る結 果 で

あ る。κ 軸は現 行 の 船舶 の 運 賃 （5 円！kg）に 対す る変化 率 を，

y 軸は 現行 の 船 舶 の 航行 速度 （40  ゴh） に 対す る変化率 を，

z 軸 は 各 速 度 ・運 賃 下で の 新規 開 発 船舶 の 現行 船舶 と比 較 し

た機関分担 増加 率 を示 して い る。したが っ て，新規開 発船舶

の 運賃 と航 行 速 度 が 現行 船 舶 と 同 じ （x 　ts　loe％，　y 軸 100％ ）

で あ れ ば，現行 船 舶 と同 じシ ェ ア に な る （z 軸 0％） 。 運 賃

が 小 さ く，商品価値 が大 きい の で ，運賃変化 よ り も速 度 変化

の 感度が 高い 。Fig．7 か ら，新規開発 船舶の 航行速度が 現行

船舶 の 2 倍 （ン 軸 200％ ）に な っ た と き に ，運 賃 の 増加 が 60％

　（x 軸 160％） で あれ ば，船舶の 分担率が 約 6％ 増加 す る こ と

が示唆 され て い る。

4．結　　言

　本研究で は，荷主 の 意 思 決 定を 輸送機関分担モ デル で 表現

し，モ デル の 詳細 を示 す と とも に，モ デル の 現 状再現性 な ど

につ い て 検討 した。本 研 究 の 主 た る結論を以 下 に 述べ る。

　集計 ロ ジ ッ トモ デ ル を利 用 した 重 量 べ 一
ス の 輸送 機関分

担 モ デ ル を提 案 し，そ の 現状 再現 性 にっ い て 検討 し た。そ の

結果，推定 された パ ラメータ値 は ， データ数 が
．一
卜分 で ない こ

と な ど に 起 因す る
一

部 の 品 類 （鉱 物性 燃 料 （輸入 ），動植物

性油脂 （輸入），機械類 （輸出 ））を 除い て，妥当で あ る こ

とが 確認 され た。また，重 量 べ 一ス の 輸送機 関分担 に 関 して

も，十分 な再現性 を有 して い る こ とが示 され た。

　なお ，国際輸送 の 機 関分担 率 に は，そ れ に 関連 す る 端 末 輸

送 ，す な わ ち，港湾や 空 港 へ の 国内ア ク セ ス に 要す る費用 も

多少 は 影響 を及 ぼす もの と 考 え られ る。本研 究 に お け る荷 主

の 意 思 決 定モ デル で は，そ の 費用を考慮 して い な い が，当 モ

デ ル で は機 関分 担率 の 推定 を第
一
義 と して い る の で ，そ の 観

点 か らす れ ば，提 案 して い る モ デ ル は 十分 な妥 当性 を有 して

い る も の と考えられ る。

　今後 は，品類 ご と の 詳細 な運 賃設定 や ，輸送機 関間 で 分担

率が拮抗す る事例に モ デル を よ り多 く適 用 す る こ とに よ り，

モ デル の 精緻化 を図 る こ とが 課題 で あ る と考 え られ る。ま た ，

本研究で 提案 し た モ デ ル を 用 い て，Figl に示 した枠組 み の

下 で ，新規開 発 船 舶 の 仕 様 を詳 細 に検 討 す る こ と も，今後の

課題 の
一

つ で あ る。
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